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日本企業の危機克服について

マツダ脚専務取締役 渡辺 守之

現在日本経済は tlt界の優等生として評価され，

良きにつけ悪しきにつけ世界の政治経済にかなり

の影響をもたらしつつある.こういった，いわば

繁栄といった姿は，実は常に斜陽への危機をはら

んでいることは歴史の中に例を多く見いだすこと

ができる.そういった側面から奥在の日本の企業

が内蔵している危機というか，あるいは「ボトル

ネック」といってもよいと思うが，われわれが着

目しなければいけない問題点は 3 つに集約できる

のではなし、かと思う.それは，

・世界的に市場が成熟化傾向を強めていること

・国際化対応が企業のメインテーマになったこ

と

・老齢化問題が企業の性格の変革をうながして

し、ること

であろう.

市場の成熟化は企業の商品計画部品開発の基

点になる「マーケットサーベイ」が従来の TQC

でし、う「マーケットイン」の思想による市場ニー

ズの把握を目的にした「マーケットサーベイ」を

l 歩抜け出て新しい付加価値の創造，あるいは新

しい市場の開発といった，より創造的な行動を要

求するようになった.われわれは大量の市場調会f

をし，その解析によって商品開発の意思決定を行

なう.そのさいの解析にORが強力なツールにな

っていることは斉定できないが， 5dをつけなけれ

ばならないことは， ORはあくまでツールである

ことを忘れてはいけないということであろう.市

場調査をする場合，セグメントの設定，データの取

り方，またアンケートの設聞のやり方で，アウト
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プットデータにいろいろかたよりが生じる可能性

があるうえ，その解析結果を評価し意思決定を行

なうのはあくまで「人jであるということである.

われわれが常に注意していることは新商品が従来

商品の改善ということに主眼点がおかれ，そのた

め，現在の市場における価値観のウエイトが大き

くなりすぎ，将来生まれるであろう価値観とか，

現在マイノリティとして潜在し，将来顕在化する

であろう価値観を見おとすことであり，そのため

改善が単に従来路線の踏襲に終り，新しい時代に

WJ した改革の道が見失われることである.したが

ってこれら一連の行動にたずさわるメンパー自体

の価値観の質が最終的な意思決定の質を左右する

ことが重大である.

こういったことは企業内業務の問題の解析にお

いても往々に見られることである.たとえば製造

現場の改善活動，あるいは製品の品質改善等に見

られる多変量解析による問題点の真因の追求にお

いても要因の入れ方によっては，なかなか有意な

結果が得られず，また検定の結果有意と判定され

た対策がその後必ずしも的確な対策でなかったこ

とも経験している.こういったことを反省してみ

ると，技術力，固有技術の貧困，欠落にもとづく

ことにより要因の入れ方に問題があったと考えら

れることがしばしばある.

以上述べた企業内で、の価値観の質であるとか，

技術力の問題等を忘れて手法のみに頼ることは時

として間違った結論を導くおそれなしとしない.
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こういったことは国際化の問題においてもおこ

りうる.現在日本の企業は園内での企業活動のみ

では生き残りがむずかしくなってきているのは今

さらいうまでもないが，特に自動車企業において

は現地での生産が必須になっている.現在私のと

ころのマツダ株式会社でも現地生産は20カ国， 31 

工場に達し，さらに進出すべき国々は数および規

模とも，今後ドラスチックな拡大傾向にある.こ

ういった海外生産はリスクがつきまとうことはや

むをえないし，またリスクを避けていたのでは何

もできないことは論をまたない.したがって，進

出に当つてのブィージピリティスタディ， リスク

マネジメントを徹底的にやらなければ，時には企

業の屋台骨をゆるがせかねないことになる、しか

し，この場合も経営トップはもちろん，これらに

かかわるメンパーが明確な経営理念にもとづいた

経営戦略の中で確固とした企業家精神をもたない

で行動した場合，誤った方針を出してしまう可能

性がある.

最後の老齢化問題でもしかりであろう.日本の

人口の老齢化に比例しをた60才定年制の実現に

より企業の老齢化が急速に進み，わが社でも近い

うちに平均年齢が40才に達する可能性がある.そ

ういった中で活発な企業活動をうづけてゆくため

には，各生産設備をはじめハードウェアの変革が

急がれている.生産現場のロボット化はその代表

例としてあげられよう.ロポット化は特に悪環境

から人間を解放するため，ロボットに変えること

により，より働きやすい職場を作ると同時に副次

的に品質の向上，効率の向上を目的としている.

しかしながら最も大切なことは，こういったハー

ドウェアの展開と平行して，あるいは，それ以上

に従業員のモラールをいかにあげてゆくかという

ことが今後の老齢化対応のポイントになるのでは

ないかと思う.

以上いろいろ述べた高い価値観，技術力の向上，

高い企業家精神，あるいは従業員のモラールの向

上といった事柄が基本になければ， ORを含むい
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ろいろな手法，あるいはハ~ドウェアとも本当の

制値を発揮することが不可能ではなかろうか.

現在，日本的経営ということが世界的にもては

やされていて，この海外移転ということでわれわ

れも力を入れているし，海外企業もそれに強力に

とりくんでし、るわけであるが，その日本的経常の

IjJで絞も重要なことの 1 つであり，かつ海外企業

がなかなか真似できにくいミとは企業内教育であ

ろう.

こうし 1 った企業内教育がなぜ今日日本企業内で

盛んになうたかの理由はよくわからない.おそら

く日本の学校教育のあり方に一半の原因もあろう

が，さらに日本の経営の中に精神的人間的な問題

である価値観の質の向上であるとか， rやる気j

とか「粘り J とかし、ったモラールの向上が経営者

の責任であるといった強い自覚があるからであろ

う.

わが社でも企業内教育として各階層別に教育カ

リキュラムがあり，強力な教育活動がある‘その

カリキュラムの中にはもちろん，統計解析， OR ，

OA，あるいは外国語といった手法，手段の教育

も組み込まれているが，特に重視されているのが

価値観の確立，モラール向とというた人格形成を

目的とした教育で‘あろう.たとえていえばQC サ・

)グル活動は外国では主として改善活動を目的と

した具体的な結果を求める活動と考えられてい

る、しかし，日本のQC十}グル活動は，こうい

った小集団活動を通じて自己啓発を行なってゆく

という教育に主眼をおし、ていることに根本的な理

念の差があるが，こうしたことが外国人にはなか

なか理解しがたいことであろう.

いずれにしても日本の企業が今後生き残ってゆ

くためには前述の 3 つの「ボトルネック」を克服

してゆかなければならないし，そのためには企業

にたずさわるすべての人たちの価値観，能カ，モ

ラールといったものをよりいっそう高め，そうい

ったことを基盤にORをはじめ各種の手法が駆使

できるような企業風土の確立が肝要であろう.
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